
                  

 

     

建設業のみなさんへ 
 

（特定建設作業の届出と規制のあらまし） 
 

 

 

特定建設作業の実施の届出は 

作業開始の「7日前まで」に！ 

 

 

「建設作業に係る指導方針」を遵守し、 

工事現場周辺の生活環境の保全を図りましょう！ 

 

 

 

大阪市環境局 



                  

（②、③、④は 1部に省略できます） 

届出手続 
 
１ 届出が必要な建設作業（特定建設作業） 
  「特定建設作業届出一覧表」（Ｐ３～Ｐ４）を参照してください。 

 
２ 届出義務者 
 ・建設工事を施工しようとする元請業者に義務があります。 
・法人の場合は、代表者（代表権を有する者）が届出者となります。 
共同企業体の場合は、協定書等に定める共同企業体の名称を記入したうえ、代表会
社の所在地、名称、代表者氏名を併記し、届出を行ってください。 

 
３ 届出の提出期限 

特定建設作業開始の７日前までに（注１）大阪市行政オンラインシステムにより電子
申請を行うか、受付窓口又は郵送にて特定建設作業開始の７日前までに（注１）受付
窓口に必着するよう届出してください。 
（但し、土、日、祝休日および年末年始は閉庁していますので日数に余裕をもって
届出してください。） 

  ※届出の提出期限例 

 

 

 
 
 （注１）「７日前までに」とは「中７日をあける」ことを意味します。 
（注２）事務手続き上、原則として受付は特定建設作業開始の２ヵ月前から行います。 

 

４ 届出書類 
  特定建設作業について次の届出書類を作成してください。 
  記載の方法については記載例を参考にしてください。 
 (1) 特定建設作業実施届出書（表紙）：作業の「種類ごと」に必要です。 

   ・届出書類は環境局ホームページ 
(https://www.city.osaka.lg.jp/kankyo/page/0000060981.html#jissi)

からダウンロードするか、各環境保全監視グループにも備えていますので、ご
利用ください。 

・特定建設作業の実施の期間は当該建設工事の特定建設作業の種類ごとに、作業
の開始から終了まで一括して提出できます。（工事期間の制限はありません。） 

    ただし、警察の許可等が必要な工事については、許可証等に記載されている期 
間とします。 

          (2) 添付書類：「種類ごと」の作業について作成しますが全く同一内容の場合は、省
略できます。 

 

同一工事内容で作業の種類が異なる場合 

１ 

８ ９ 10 11 12 13 14 15 16
(水) (木) (金) (土) (日) (月) (火) (水) (木)

(届出日) 7日間 (工事開始日)

https://www.city.osaka.lg.jp/kankyo/page/0000060981.html#jissi


                  

ア 必須書類 
・騒音・振動の防止方法 
・周辺の状況の見取図（工事現場等を明記） 
・特定建設作業および建設工事の工程表 
（作業休業日を明記したうえ、全ての作業期間を記載） 

 イ  次の条件の場合、必要な書類 
・夜間、日曜日及びその他の休日に作業を実施する場合：道路使用に関する許可
等の書類 

・届出者に代表権がない場合：委任状（写しでも可） 
・会社が管財人の管理下にある場合：管財人の委任状（写しでも可） 

 
５ 提出部数（窓口受付、郵送の場合） 

・受付窓口へは、特定建設作業の種類ごとに「正本１部、写し１部」の計２部を

提出してください。写しはその場で返却しますので保管してください。 

・郵送の場合は「正本１部と写し１部」と「宛名を記入し返信用切手を貼った封

筒」を同封してください。写しは郵送にて返却しますので保管してください。 

◎料金不足の場合は返却します。 

     

６ 提出先（郵送先） 

提出は、環境局環境管理部環境規制課各環境保全監視グループ※へ提出してくださ

い。 

※各環境保全監視グループは裏表紙に記載しています。 

◎郵送の場合 

  届出日は各環境保全監視グループに届いた日になります。 

    （土、日、祝休日および年末年始の場合は、受付日は翌開庁日になり、工事を

開始できるのは、受付日から中 7日以降になります。） 

  祝休日及び年末年始等を考慮し、日数に余裕をもって投函してください。 
 

７ 届出は義務です！ 

      ７日前までの届出は義務付けられています。 

       (騒音規制法第 14 条)  

    指定地域内において特定建設作業を伴う建設工事を施工しようとする者は、当該特定建設作業

の開始の日の 7 日前までに、環境省令で定めるところにより、次の事項を市町村長に届け出な

ければならない。 

        (大阪府生活環境の保全等に関する条例第 93 条 )  

規制地域内において特定建設作業を伴う建設工事を施工しようとする者は、当

該特定建設作業の開始の日の 7 日前までに、規則で定めるところにより、次の

事項を知事に届け出なければならない。  
  「届出をせず、若しくは虚偽の届出をした者は、3万円以下（騒音規制法）、10 万円以下

（振動規制法、大阪府生活環境の保全等に関する条例）の罰金に処する。」ことが規定
されています。 

 

８ 石綿に係る事前調査について 

・建築物その他の工作物（以下、「建築物等」という。）の解体、改造又は補修作業を

伴う建設工事の元請業者又は自主施工者は、建築物等の解体等工事を行う前に、石

綿の有無について調査を行わなければなりません。 

・また、一定規模以上の建築物等の工事は、石綿に関する事前調査結果を本市へ報告

する義務があります。詳細は次の URL（本市ホームページ）をご参照ください。 

https://www.city.osaka.lg.jp/kankyo/page/0000060970.html 
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特定建設作業届出一覧表 

                                                                       
       ○･･･該当  －･･･該当しない 

番号 

(法律) 

番号 

(条例) 
種  類 区  分 

法 府条例 

規制対象作業 規制対象外作業 騒

音 

振

動 

騒

音 

振

動 

騒１ 

 

振１ 

騒１ 

 

振１ 

くい打機、くい抜機、

くい打くい抜機を使用

する作業 

くい打機を使用する

作業 
○ ○ ○ ○ 

・ディーゼルハンマ、ド

ロップハンマスチーム

ハンマ、エヤーハンマ、

バイブロハンマ、パイ

ルエキストラクタ等 

 

* 打撃を伴う場合： 

プレボーリング工法

（アースオーガー＋直

打工法）、中堀工法（ア

ースオーガー＋直打工

法） 

・場所打ちぐいの工法 

・もんけん（人力） 

・アースオーガー、アース

ドリル等大口径掘削機械 

・圧入式くい打くい抜機を

使用する作業 

・ウォータージェット等 

 

アースオーガーと

併用する作業 * 
－ ○ － ○ 

圧入式くい打機を

使用する作業 
○ － ○ － 

くい抜機を使用する

作業 
○ ○ ○ ○ 

 
油圧式くい抜機を

使用する作業 
○ － ○ － 

くい打くい抜機を使

用する作業 
○ ○ ○ ○ 

騒２ 騒２ 
びょう打機を使用する

作業 
 ○ － ○ － 

リベットハンマ（リベッ

ター、リベットガン等） 

・インパクトレンチ、トル

クレンチ 

騒３ 騒３ 
さく岩機を使用する 

作業 

（手持ち式ブレーカ

ーを含む） 
○ － ○ － 

・作業地点が連続的に移

動しない作業----（注） 

・チッパー、レッグドリ

ル、コールピックハン

マ、ストーパ、シンカ、  

ドリフタ、ハンドハン

マ、オーガー等 ・ニブラ、サイレントクラ

ッシャー 

◇さく岩機とブレーカーを

併用する場合は「ブレー

カーを使用する作業」と

して届け出る 

騒３ 

 

振４ 

騒３ 

 

振４ 

ブレーカーを使用する

作業 

（手持ち式ブレーカ

ーを除く） 
○ ○ ○ ○ 

・作業地点が連続的に移

動しない作業---（注） 

 

・クローラーブレーカー、

ジャイアントブレーカ

ー、空圧式ブレーカー、

油圧式ブレーカー等 

騒４ 騒４ 
空気圧縮機を使用する

作業 
 ○ － ○ － 

電動機以外の原動機を用

いるものであって、その

原動機の定格出力が 15kW

以上のものに限る 

◇さく岩機の動力源として

使用する場合は「さく岩

機を使用する作業」とし

て届け出る 

騒５ 騒５ 

コンクリートプラント

又はアスファルトプラ

ントを設けて行う作業 

コンクリートプラン

トを設けて行う作業 
○ － ○ － 

混練機の混練容量が0.45

㎥以上のものに限る 

・モルタルを製造するため

に行う作業 

・ミキサー車、ミキサー 

アスファルトプラン

トを設けて行う作業 
○ － ○ － 

混練機の混練重量が

200kg以上のものに限る 
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特定建設作業届出一覧表 

 
              ○･･･該当  －･･･該当しない 

 

（注）作業地点が連続的に移動する作業にあっては 1日における当該作業に係る２地点間の最大距離が 50mを超え

ない 

 備考 1馬力は 0.746kw として計算する 

 

大阪府生活環境の保全等に関する条例施行規則の改正により、令和４年 10 月１日から、アタッチメントをスケルト

ンバケットに換装したショベル系掘削機械を使用する作業が騒音に係る特定建設作業として規制されています。 

詳細は次の URL（本市ホームページ）をご参照ください。 

https://www.city.osaka.lg.jp/kankyo/page/0000060981.html 

 
 

番号 

(法律) 

番号 

(条例) 
種  類 

 法 府条例 

規制対象作業 

 

騒

音 

振

動 

騒

音 

振

動 

騒６ 
騒６ 

振５ 

バックホウを使用す

る作業 
 ○ － ○ ○ 

・原動機の定格出力が 80kW 

以上のものに限る 

・騒音のみアタッチメント 

をスケルトンバケットに 

換装した掘削作業を含む 

環境大臣が指定するもの 

(平成 9年 10月 1日施行） 

騒７ 
騒７ 

振５ 

トラクターショベルを

使用する作業 
 ○ － ○ ○ 

原動機の定格出力が 70kW 

以上のものに限る 

環境大臣が指定するもの 

(平成 9年 10月 1日施行） 

騒８ 
騒８ 

振５ 

ブルドーザーを使用す

る作業 
 ○ － ○ ○ 

原動機の定格出力が 40kW 

以上のものに限る 

環境大臣が指定するもの 

(平成 9年 10月 1日施行) 

－ 

騒９ 

 

振５ 

ショベル系掘削機械、

トラクターショベル又

はブルドーザーを使用

する作業 

ショベル系掘削機械

を使用する作業 
－ － ○ ○ 

・前述に規定する作業 

（※の３種類）以外の 

ショベル系掘削機械（原

動機の定格出力が 20kwを

超えるものに限る）、トラ

クターショベル又はブル

ドーザー 

・騒音のみアタッチメント 

をスケルトンバケットに

換装した作業を含む 

・バックホウ、クラムシェ

ル、スケルトンバケット等 

・トロンメルバケット 
 

アタッチメントを

スケルトンバケッ

トに換装したもの 

－ － ○ － 

トラクターショベル

又はブルドーザーを

使用する作業 

－ － ○ ○ 

－ 騒 10 
コンクリートカッター

を使用する作業 
 － － ○ － 

作業地点が連続的に移動し

ない作業 

----（注） 

 

－ 

振２ 

騒 11 

振２ 

鋼球を使用して建築物

その他の工作物を破壊

する作業 

 － ○ ○ ○   

振３ 振３ 
舗装版破砕機を使用す

る作業 
 － ○ － ○ 

作業地点が連続的に移動し

ない作業 

----（注） 

ドロップハンマー車等 

 

 
特定建設作業の除外規定 

・当該作業がその作業を開始した日に終了するものは特定建設作業から除外する 

・当該作業場所が工業専用地域の一部については特定建設作業から除外する 

・完全に 1 日で終了する

作業をいう 

・除外地域については提

出先で確認すること 

※ 

区  分 
規制対象外作業 
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●特定建設作業を伴う建設工事を施工するときは、法律、府条例に定める規制の基

準を遵守してください。 
（騒音規制法第 15条、振動規制法第 15条、大阪府生活環境の保全等に関する条例第 94条） 

項 目 区域 騒 音 振 動 

基 準 値 
１号 

８５ﾃﾞｼﾍﾞﾙ ７５ﾃﾞｼﾍﾞﾙ 
２号 

作業可能時刻 
１号 午前７時～午後７時 

２号 午前６時～午後 10時 

最大作業時間 
１号 １０時間／日 

２号 １４時間／日 

最大作業期間 
１号 

連続６日間 
２号 

作 業 日 
１号 

日曜その他の休日を除く日 
２号 

 

1号区域 

第１･２種中高層住居専用地域、第１･２種住居地域、準住居地域、近隣商業地域、商業地域、準工
業地域及び用途地域の指定のない地域のうち２号区域に該当する地域外の地域並びに工業地域及
び大阪府生活環境の保全等に関する条例施行規則第５３条第２号に掲げる地域のうち学校、保育
所、病院、入院施設を有する診療所、図書館、特別養護老人ホーム及び幼保連携型認定こども園の
敷地の周囲８０mの区域内の地域 

2号区域 
工業地域及び大阪府生活環境の保全等に関する条例施行規則第５３条第２号に掲げる地域のうち
１号区域に該当する地域以外の地域 

基準値適用 特定建設作業の場所の敷地境界における値 

 

※災害、その他非常の事態の発生により特定建設作業を緊急に行う必要がある場合など、作業時

間等の適用除外が設けられています。 

詳細は大阪府生活環境の保全等に関する条例施行規則第六十三条（別表二十二第一号及び第二

号）（ https://www.pref.osaka.lg.jp/houbun/reiki/reiki_honbun/k201RG00000393.html#e000016770)を

参照下さい。  

 

 

 

 

 

『建設作業に係る指導方針』（Ｐ９～Ｐ１１）を遵守し、周辺の生活環境

を保全するよう努めてください。
5 

特定建設作業を伴う工事を行うにあたっては、 

次の基準を守ってください。 

特定建設作業の際はもとより、それ以外の工事の際にも

周辺の生活環境には十分配慮してください。 

https://www.pref.osaka.lg.jp/houbun/reiki/reiki_honbun/k201RG00000393.html#e000016770


                  

 
様式 ８  

 

特 定 建 設 作 業 実 施 届 出 書 
 

 令和 〇 年 〇 月 〇 日 

大 阪 市 長 様 
                     住所 大阪市北区中之島１－３－２０ 

                 届出者     （電話番号○○○○－○○○○） 

             氏名 ○○株式会社 

                                 代表取締役 大阪太郎 

（法人にあつては、名称及びその代表者の氏名） 

 

 騒 音 規 制 法 第 1 4 条 第 １ 項 （ 第 ２ 項 ） 
特定建設作業を実施するので、振 動 規 制 法 第 1 4 条 第 １ 項 （ 第 ２ 項 ） の規定に 

 大阪府生活環境の保全等に関する条例第 93条第１項（第２項）  
より、次のとおり届け出ます。 

建 設 工 事 の 名 称 株式会社○○ビル新築工事に伴う解体工事 

建設工事の目的に係る施設又は工作物の種類 鉄筋コンクリート５階建 床面積 2,200m2 延べ床面積 11,000m2  

特 定 建 設 作 業 の 種 類 ショベル系掘削機械、トラクターショベル又はブルドーザーを使用する作業 

特定建設作業に使用される騒音規制法施行令別表
第２、振動規制法施行令別表第２及び大阪府生活
環境の保全等に関する条例施行規則別表第20に規
定する機械の名称、型式、仕様 

ブルドーザー   ＢＤ－３０Ｓ   ３０ｋＷ 

バ ッ ク ホ ウ   ＢＨ－４０ＳＳ  ４０ｋＷ 

（スケルトンバケット含む） 

特 定 建 設 作 業 の 場 所 大阪市○○区○○○－○－○ 

特 定 建 設 作 業 の 実 施 の 期 間 

 令和〇年〇月 〇 日から 

                     ８７ 日間 

 令和〇年〇月〇日まで （休業日 １６日 ） 

特 定 建 設 作 業 の 開 始 及 び 終 了 の 時 刻 

作 業 開 始 作 業 終 了 作 業 日 実 働 時 間 

  ８ 時  １７ 時 日曜・休日を除く  ８ 時間 

    

騒 音 又 は 振 動 の 防 止 の 方 法 別表に記載のとおり 

発注者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっ

ては、その代表者の氏名 

大阪市□□区□□□－□－□ 

(株) □□ 代表取締役□□ □□（電話番号□□□□－□□□□） 

届 出 者 の 現 場 責 任 者 の 氏 名 及 び 連 絡 先 現場責任者 ○○ ○○     （電話番号○○○○－○○○○） 

届 出 内 容 記 載 担 当 者 の 氏 名 及 び 連 絡 先 記載担当者 ○○ ○○     （電話番号○○○○－○○○○） 

下請負人が特定建設作業を実施する場合は、当該
下請負人の氏名又は名称及び住所並びに法人にあ
っては、その代表者の氏名 

大阪市△△区△△△－△－△ 
 (株)△△△ 代表取締役 △△ △△ 
               （電話番号△△△△－△△△△） 

下請負人が特定建設作業を実施する場合は、当該

下請負人の現場責任者の氏名及び連絡場所 
現場責任者 △△ △△ 
               （電話番号△△△△－△△△△） 

※ 受 理 番 号    

※ 受 理 年 月 日  年  月  日 

※ 審 査 結 果   

※ 備 考  

添付書類  １ 特定建設作業が行われる場所周辺の状況の見取図 
      ２ 特定建設作業及び当該建設作業に伴う建設工事の工程表 

 
備考は裏面に記載 
 

←（工業専用地域での工事の場合、赤で点線をかこむこと）          

 

工業専用地域 

記載例 

提出日を記入のこと 
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別表 

工 事 現 場 周 辺 へ の 対 応 方 法 

騒 音 ・ 振 動 の 防 止 方 法 
該当する事項に○印をして下さい。 

 項        目 内          容 

工 

事 

現 

場 

に 

お 

け 

る 

措 

置 

住

民

等

へ 

の

周

知 

① 周知の方法について 

対 応 方 法 実 施 年 月 日(予定) 

１.説明会 R 〇. 〇. 〇   ( 実 施 ・ 予 定 ) 

２.各戸説明 R  .  .   ( 実 施 ・ 予 定 ) 

３.地元役員等折衝 R 〇. 〇. 〇   ( 実 施 ・ 予 定 ) 

４.周知文配布 R  .  .   ( 実 施 ・ 予 定 ) 

５.掲示板の設置 R  〇. 〇. 〇   ( 実 施 ・ 予 定 ) 

６.その他（     ） R  .  .   ( 実 施 ・ 予 定 ) 

現
場
周
辺
状
況
等 

② 
現場周辺状況並びに病院・学校等が

ある場合の配慮内容等 

 
 

１.有 

 

約 80ｍ 

以内に 

 

２.無 

病院・学校等 

との協議日時 

と配慮内容：  

管理者との協議：R〇.〇. 〇 ( 実 施 ・ 予 定 ) 

静寂を必要とする時間帯は、著しい騒音・振動の発

生する作業は極力行わず、騒音・振動の発生の少な

い作業を行う。定期的に協議を行う。 

公
害
防
止

の 

管

理

体

制 

③ 公害防止の管理体制について 

  a 選任（常駐・非常駐〔代行者選任〕） 

 b 自主管理責任者兼務  c 所長兼務 

２.苦情専用窓口設置  ３.ガードマン  ４.その他 

④ 騒音・振動の測定について １.有（定期的に実施 随時実施 自動測定機設置） ２.無 

苦
情
が
生
じ
た 

場
合
の
措
置 

⑤ 苦情発生時の処理体制について １.現場責任で対応 ２.本社責任で対応 ３.その他（     ） 

⑥ 工事現場での措置について 

１.防止対策の強化〔a 防音塀 b 防音ｼｰﾄ c 防音ﾊﾟﾈﾙ d 防音ｶﾊﾞｰ〕 

２.作業時間・曜日等の変更  ３.工法、建設機械の変更 

４.動力源の適正配置     ５.陳情者に誠意をもって説明 

６.その他（                     ） 

作

業

に

係

る

措

置 

建

設

機

械 

工

法 

⑦ 使用する建設重機について １.低騒音型・低振動型建設機械( バックホウ・スケルトンバケット ) 

２.標準型建設機械(さく岩機・ブレーカー・その他        ) 

⑧ 採用する工法について １.低公害型工法 ２.標準型工法 ３.その他(          ) 

公

害

防

止

対

策 

⑨ 
公害防止の対策内容と対策範囲に  

ついて 

１.防音塀  〔a 現場周囲すべて b 民家側すべて c 民家側一部 d 機械周辺〕 

２.防音ｼｰﾄ 〔a 現場周囲すべて b 民家側すべて c 民家側一部 d 機械周辺〕 

３.防音ﾊﾟﾈﾙ〔a 現場周囲すべて b 民家側すべて c 民家側一部 d 機械周辺〕 

４.防音ｶﾊﾞｰ〔a 現場周囲すべて b 民家側すべて c 民家側一部 d 機械周辺〕 

５ 動力源の適正配置  ６ 作業時間の配慮  ７ その他（              ) 

⑩ 
対策を講じない場合、その理由に 

ついて 

１.周辺に民家等なし  ２.短期間  ３.小規模作業  

４.その他（                           ） 

参

考 

石
綿
（
ア
ス
ベ
ス
ト
） 

関 
 

 

係 

⑪ 
建築物等の解体、改造又は補修  

作業を行う場合 

事前調査の終了年月日：令和〇．〇．〇終了・調査中 

事前調査の方法：・設計図書等・目視調査・分析・みなし 

石綿使用の有無：有( 天井・壁・その他〔      〕)・無 

石綿の種類：吹付け石綿・断熱材・保温材・耐火被覆材・ 

仕上塗材（  ㎡）・成形板等(ｽﾚｰﾄ等 700 ㎡) 

工事着手年月日：令和〇．〇．〇 着手・予定 

事前調査結果報告：報告済（申請ＩＤ等〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇） 

         ・報告予定・報告対象外 

調査結果の表示年月日：令和〇．〇．〇実施・予定 

大
気 

関
係 

⑫ 排出ガス対策型建設機械使用の有無 有   ・   無 

本 作 業 の 公 害 防 止 自 主 管 理 責 任 者  
氏    名 代行者も選任している場合その氏名 

中之島 二郎  

記載例 

１.苦情対応責任者 

a 病院・入院施設を有する診療所 b 図書館 

c 学校 d 保育所・幼保連携型認定こども園 

e 特別養護老人ホーム 

f その他静穏を必要とする施設(         ) 
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周 辺 の 状 況 の 見 取 図 

 

 工事場所のおおむね 80 メートルの地域内に学校、保育所、病院、入院施設を有する診療所、図書館、特別養護老人
ホーム及び幼保連携型認定こども園の施設がある場合はその距離を明記すること。 

 

特 定 建 設 作 業 お よ び 建 設 工 事 の 工 程 表 

特定建設作業
の　種　類

月

日 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 31

作
業
日

月

日 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 31

作
業
日

月

日 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 31

作
業
日

建設工事工程
掘削作業

解体作業 整地作業

特 定 建 設 作 業 工 程

ショベル系掘
削機械、トラ
クターショベ
ル 又 は ブ ル
ドーザーを使
用 す る 作 業

10

11

12

10/1 10/24 12/10 12/26

 

 

 

公 園 

 

中学校 工事現場 

（約７０ｍ） 

保育所 

（約 10ｍ） 

病  院 

記載例 
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【建設作業に係る指導方針】 

 

総 則 

  

（目 的） 

１ この指導方針は、「騒音規制法（昭和 43 年法律第 98号）、振動規制法（昭和 51年

法律第 64号）」（以下［法］という。）及び「大阪府生活環境の保全等に関する条例（平

成６年条例第６号）」（以下「府条例」という。）の定める目的の達成並びに建設作業

から発生する大気汚染物質の排出を抑制し、本市域内で行われる建設作業に係る公害

を未然に防止するための必要な指導事項を定め、もって市民の健康で快適な生活環境

の保全を図ることを目的とする。 

 

（指導の対象） 

２ この方針による指導対象は、特定建設作業（法及び府条例に規定する作業）のほ

か騒音、振動、大気汚染物質等の発生を伴う建設作業とする。 

ただし、災害その他非常の事態の発生により、緊急に行う必要が有る場合はこの限

りでない。 

 

（建設業者及び発注者の責務） 

３ 建設工事を行うもの（以下「建設業者」という。）は、この方針に定める事項を遵

守すること。また、工事発注者は建設業者が行う公害防止対策に協力すること。 

４ 建設業者（元請業者）は、特定建設作業を行う場合、法、府条例に基づく届出を

行うとともに、規制基準を遵守すること。また、届出を必要としない建設作業につい

ても周辺の状況に応じて騒音、振動を低減させるための必要な措置等について十分に

配慮するとともに法、府条例に基づく規制の基準を遵守するよう努めること。 

５  建設業者（元請業者）は、建設作業から発生する、窒素酸化物、ばいじん及び粉

じんの低減措置に努めること。 

６  建設業者（元請業者）は、建築物等の解体、改造又は補修作業を行う場合は、府

条例に基づきアスベストの有無について調査を行い調査結果の表示を行うこと。また、

発注者は、設計図書の提供など建設業者に石綿含有建材の使用状況の情報提供に努め

ること。 

 

公害防止技術に関する事項 

 

（防止対策及び工法、機械など） 

７ 病院、学校、住宅等に近接して建設作業を行う場合は、次の措置を講ずるように

努めること。 

 （１）建設作業現場においては、防音塀、防音パネル、防音シート又は防音カバー等を

設け、粉じん等が発生する作業については、適切に散水を行うなど飛散防止に努

めること。 
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 （２）建設作業にあっては、低公害型工法、低騒音型・低振動型建設機械及び排出ガス

対策型建設機械の活用に努めること。 

 （３）建設機械の使用に当たっては、過負荷となるような作業等を行わず、丁重な操作

により騒音・振動の発生抑制に努めること。また、排気ガスの発生抑制のためア

イドリングストップに努めること。 

 （４）病院、学校等から概ね 80ｍ以内で建設作業を行う場合は、当該施設の管理者と十

分協議を行うとともに、建設作業から発生する騒音、振動及び粉じん等のより一

層の低減に努めること。 

 （５）建設作業現場への資機材の搬出入、資材の積み下ろしの作業等についても騒音・

振動に配慮した作業を行うこと。 

 （６）建設作業現場から発生する土砂、廃棄物等の搬出に際しては、周辺道路の汚損防

止に努めること。 

 （７）建設作業現場や資材置き場等の作業管理についても十分配慮し、公害防止に努め

ること。 

 

自主管理に関する事項 

  

（工事計画段階での自主管理） 

８ 建設作業の計画段階において、次の事項を実施すること。 

 （１）工事計画段階でのチェック及び報告 

     別表「工事現場周辺への対応方法・騒音・振動の防止方法」の項目をチェック

し、周辺の状況等を十分に把握するとともに、低騒音型・低振動型建設機械及び

排出ガス対策型建設機械を使用するなど、適切な公害防止対策の検討、公害防止

管理体制の確立を行うこと。 

     なお、特定建設作業にあっては、前段の規定によるチェック結果を「特定建設

作業実施届出書」を提出するときに添付し、報告すること。 

 （２）周辺住民等に対する事前説明 

     工事発注者・建設業者は、工事等の開始前のできるだけ早い時期に、工事に係

る計画の内容について、誠意をもって周辺住民等に対し、次の事項について十分

説明を行い、紛争の未然防止に努めるとともに周辺の生活環境に十分配慮し、良

好な関係の維持に努めること。 

 

   ア 工事発注者・建設業者の名称 

   イ 工事の目的 

   ウ 工事の期間、作業工程、作業時間帯等 

   エ 具体的な公害防止対策内容及び工法、機械の選定理由 

   オ 現場責任者及び苦情発生時の連絡体制等 
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（公害防止自主管理責任者の選任及び責務） 

９ 建設業者は公害防止を適切かつ円滑に実施し、環境の保全を図るため公害防止自

主管理責任者を選任すること。 

   公害防止自主管理責任者は、建設作業に際し、次の業務を行うこと。 

 （１）工事期間中の自主管理 

     建設作業の期間中において、公害防止の徹底を指導監督すること。 

 （２）周辺住民等への周知 

     工事期間中に工法、使用機械、防止対策又は作業時間等を変更した場合は、必

要に応じて周辺住民等に周知説明を行い、理解を得るよう努めること。 

 （３）苦情発生時における対応 

     周辺住民等から苦情が発生したときは、誠意をもって、苦情解決に努めること。 

 

（そ の 他） 

10 この方針に定めるもののほか、必要な事項については、環境局長の定めるところ

による。 

 

   附 則  この指導方針は、昭和 63年４月１日から実施する。 

   附 則  この指導方針は、平成７年 11 月１日から実施する。 

   附 則  この指導方針は、平成 15年 10月１日から実施する。 

   附 則  この指導方針は、平成 19年４月２日から実施する。 

   附 則  この指導方針は、平成 20年８月 25日から実施する。 

附 則  この指導方針は、令和元年５月１日から実施する。 

附 則 

 この方針は、令和５年３月 31日から施行する。 

 

 

11 
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＜お問い合わせ及び届出書の提出先＞ 
届出については、行政区を所管する各環境保全監視グループに提出してください。 
 

所管行政区 提出先（名称及び住所）  

 

 

 

 

 

 

 

 

北区、都島区、 

淀川区 

東淀川区、旭区 

 

環境局環境管理部環境規制課 

北部環境保全監視グループ 

〒530-8401 

北区扇町 2－1－27 

北区役所 2階 

℡ 06－6313－9550 

中央区、天王寺区 

浪速区、東成区 

生野区、城東区 

鶴見区 

 

環境局環境管理部環境規制課 

東部環境保全監視グループ 

〒541-8518 

中央区久太郎町 1－2－27 

中央区役所 3階 

℡ 06－6267－9922 

 

 

 

 

 

 

 

 

福島区、此花区 

西区、港区 

大正区、西淀川区 

 

環境局環境管理部環境規制課 

西部環境保全監視グループ 
 

〒552-8510 

港区市岡 1－15－25 

港区役所 4階 

℡ 06－6576－9247 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

阿倍野区 

東住吉区 

平野区 

 

環境局環境管理部環境規制課 

南東部環境保全監視グループ 
 

〒545-8550 

阿倍野区阿倍野筋 1－5－1 

あべのルシアス 12階 

℡ 06－6630－3433 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

住之江区 

住吉区 

西成区 

 

環境局環境管理部環境規制課 

南西部環境保全監視グループ 
 

〒559-0002 

住之江区浜口東 3－5－16 

住之江区保健福祉センター分館 

℡ 06－4301－7248 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

届出書類は、環境局ホームページ（https://www.city.osaka.lg.jp/kankyo/page/0000060981.html#jissi） 

からダウンロードするか、提出先にも備えています。 

令和５年４月作製 

 

https://www.city.osaka.lg.jp/kankyo/page/0000060981.html#jissi

